子どもの放射線被害を防ぐために　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急署名　
卸売市場入荷食材と、保育所・小中学校等の給食用食材の、
大阪市・市教育委員会による放射能検査をしてください
大阪市議会議長　　　　　　大内　啓治　様 (９月議会請願署名)
大阪市長　　　　　　　　　平松　邦夫　様

大阪市教育委員会委員長　　佐藤　友美子　様

　私たちは保育所・小中学校等の保護者を始め、福島原発事故の放射能による子どもたちへの被害を少しでも防ぎたいと願う市民です。福島事故で放出された放射性物質は大地・地下水・湖池・海などに残り、しかも再爆発は防いでいるものの、原子炉から地中と海への放出はまだ止まっていません。大気汚染と共に、汚染した食品の放射性物質が体内に残ることによる内部被ばくと、晩発性の障害の危険は、今後長期にわたります。
　特に内部被ばくによる健康への悪影響は、子どもは大人よりもはるかに危険性が高いことが、ほぼ定説になっています。発がんだけではなく、免疫不全による様々な病状が５年・１０年後に発病することが、チェルノブイリ原発事故で報告されています。

　現在の国の、食品の放射線制限基準は、子どもと大人が同じ基準ですが、子どもはより低い基準をめざしてほしいです。そのためにもまず、食材の放射能検査をしてください。現在大阪市・市教育委員会は、農産物の出荷段階で国が検査しているから大丈夫・・・という態度ですが、既に汚染牛肉が流通してしまったように、それだけで子どもの安全を守れないことは明らかです。また子どものために日々作っている保育所・小中学校の給食等についてはその実施責任者として大阪市自らが、既に横浜市や京都市等が実施しているように、食材の全品目の放射性物質検査を実施してください。大阪市の環境科学研究所には、大阪府の自治体としては唯一の食品放射線測定機器が既にあるので、大阪市も直ちに実施できると思います。
１、中央卸売市場などに入荷する食材について、大阪市で継続して残留放射能検査をして、公表してください。
２、保育所と小学校等の給食、中学校の希望者への昼食提供事業（来年度から給食に移行予定）の食材の全品目の残留放射能検査を実施して、公表してください。
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よびかけ：子どもたちを放射能から守る大阪ネットワーク ● ホームページ : http://kodomoosaka.jimdo.com/
[署名郵送先（締め切り９月11日(日)）〒537-0025　大阪市東成区中道3-11-15-1F　コミニティハウス・ポポロ]

（連絡先　　　０９０－１９１４－０１５８　　メール kmqyura@iris.eonet.ne.jp　　笠松）
